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店舗 中高層店舗ビルを中心と
する繁華な商業地域

秋葉原250 m

秋葉原電気街の中心的立地で
、家電物販、飲食店等が建ち
並ぶ繁華性の高い商業地域。

３７ｍ都道 秋葉原駅北西方250 m

海外情勢のほか国内物価上昇や金利リスクなどの懸念は残るが、企業
業績、所得等の改善のもと、都心優良不動産に堅調な需要が続く。

家電やサブカル文化の観光名所であるほか、交通利便性も高いことか
ら、店舗街から事務所やホテル等が調和する多面性をもちつつある。

個別的要因に変動はない。

秋葉原電気街の中央通り沿いに家電量販店、サブカル店、飲食店、事務所等が集積する繁華性の高い地域であり
、海外インバウンドや来訪客にも回復の兆しがみられ、地価は暫し安定的に推移するものと予測する。
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　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

対象基準地は秋葉原電気街における目抜き通りに中高層の店舗等が建ち並ぶ高度商業地域であり、賃貸収益力のみなら
ず、店舗集積やインバウンド等の来場者の程度のほか、地名ブランド力をも重視している。したがって、各試算価格の
再吟味並びに資料の特性及び限界からくる相対的信頼性を検討したうえで、市場の特性を反映した実証的な比準価格と
、投資採算性を反映した収益価格を関連づけて、さらに、指定基準地等からの検討を行って鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は主として秋葉原電気街をはじめとする外神田地区のほか秋葉原駅周辺の主要道路沿いに中高層の店舗等が
建ち並ぶ高度商業地域であり、そのほか都心部主要駅付近で店舗繁華性の高い地域にも価格牽連性が認められる。主た
る需要者は高い資金力を有する機関投資家や不動産業者のほか、家電量販店等であり、市場で中心となる価格帯は、規
模、立地条件のほか、売買当事者間における価格交渉力や資金調達手段等によって大きく分散し、一様ではない。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

千代田(都) －5 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 6

令和 6 7 1

令和 6 7 4

千代田(都)　5 － 4 東京都 区部第１ 不動産鑑定士 砂野　明俊

アセットリアルティ株式会社

令和 6 6 27

令和 6 7 3

千代田区外神田四丁目１００番外
「外神田４－１－１」

1,028

1：1.2 ＳＲＣ 7F 1B

西37 m
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35 0 15 15 高層の店舗地

30 35 1,050 長方形
商業
(100,700)
防火
地区計画等
駐車場整備地区

高層の店舗地 四方路                        +10.0
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／

／

令和 6 8,720,000

13,200,000,000 12,800,000
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110.0
12,800,000

0.0

0.0
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0.0

0.0

+2.0

-28.0
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千代田(都) 5 25

5,820,000
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106.9 51.5

110.0
12,800,000

0.0

0.0

0.0

+6.9

0.0

0.0
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-1.0
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0.0

□ □

□ □

■
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